
ほとんどの方は、所得税が減って住民税が増えることになりますが、所得税が減額になるのは平成19年中の所得
からで、住民税が増額になるのは平成18年中の所得をもとに平成19年6月から課税となる平成19年度分からです。

平成19年1月以降に受け取る給与や年金から源泉徴収される所得税が減額になり、平成19年6月から課税となる平
成19年度分住民税が増額になります。

平成19年2～3月の平成18年分所得税確定申告はこれまでの税率で計算しますが、その申告をもとに、平成19年6月
から課税となる平成19年度分住民税が増額になり、平成20年2～3月の確定申告時に納税する平成19年分所得税が減
額になります。
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： ⇒　 ⇒　
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税源移譲により、ほとんどの方は、所得税が減って住民税が増えることになります。しかし、所得税から住民税
への税源の差し替えなので、収入状況や扶養状況が変わらなければ「所得税＋住民税」の負担は、基本的には変わり
ません。

※改正の詳細については、平成18年10月号広報「つる」または市ホームページを
ご覧ください。



退職手当などに対する住民税は、支払者が、その手当を支払う際に支払金額から税額を差し引いて、退職者が退
職手当の支払いを受けるべき日（通常は、退職した日）の属する年の1月1日に住所のある市町村に納めていただくこ
とになっています。これについても税源移譲に伴い、平成19年1月1日から一律10％（市民税6％、県民税4％）の税率
になり、「退職所得に対する市町村民税及び県民税の特別徴収税額表」は廃止となりました。
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平成18年までは退職手当等の収入金額から退職所得控除額を控除した「退職所得の金額」をもとに、地方税法に基
づく税額表により税額を求めていましたが、平成19年1月1日以降に支払われるべき退職手当などに対する住民税額
は、「退職所得の金額」に税率（市民税6％、県民税4％）を乗じて計算します（当分の間、その計算した税額から10％に
相当する金額を控除する方法によって求めることになっています）

※勤続年数に1年未満の端数があるときは、その端数は1年に切り上げます。
※本人が障害者になったことにより退職した場合は、①又は②の控除額にさらに100万円が加算されます。

※算出した退職所得税額については、総務省ホームページ内「退職所得に対する市町村民税・道府県民税の特別徴収
税額早見表」で確認することができます。（http://www.soumu.go.jp/czaisei/czaisei_seido/zeigenijou_2-1.html）

住民税に関すること　税務課　市民税担当
所得税・確定申告に関すること　大月税務署　個人課税部門　 （22）3153
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